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種類
単位

成果指標

件
成果指標

件

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標

縮小 維持

指標 成果指標

件 縮小 維持

指標 成果指標

件 維持 拡充

指標 成果指標

回 縮小 縮小

指標 活動指標

件 維持 維持

指標 成果指標

人 維持 拡充

指標

維持 維持

指標 成果指標

件 維持 維持

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 12010001 担当課所名 大滝総合支所　市民福祉課

基本事業名 大滝総合支所市民福祉事務

分　  野 行財政運営

政 策 行政運営

施 策 （総合支所事業・内部管理・市の裁量の無い事務） 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

大滝総合支所管内在住の市民に対して、本庁と同レベルの行政サービスを提供し、本庁窓口に訪れなくても用事が済
むように利便性を高めるほか、効率的に事務が進められるよう総合支所の庁舎等管理と総合支所内の調整を行う。

対　　　象 主に大滝総合支所管内在住の市民

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

地域に密着した行政サービスを円滑に提供できるようにする

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

― - B

0 0 0 -

各種証明発行数 400. B

0 0 0 472.
支所管内の財産管理不備による事故件数 0. B

2,282,621 61,411,278 5,815,000 0.

協議会活動 0. C

103,077,348 0 0 0.

庁舎管理不備による事故件数 0. A

16,383,975 13,435,445 30,865,000 0.

利用者数 250. B

495,000 495,000 495,000 509.

― - A

3,051,566 435,600 436,000 -

実施事業数 ― A

957,000 0 1,000,000 4.

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 134,583,000 82,026,000

事　業　費　の　合　計　（円） 126,247,510 75,777,323 38,611,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
その他特定財
一 般 財 源 126,247,510 75,777,323 38,611,000

業 務 量 7.00人 5.42人
人 件 費 41,202,063 33,249,510
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 167,449,573 109,026,833

の

位

置
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け

総

合
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基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

総合支所での事務対応に対す
る苦情件数

0. 0. 0. 0.

市民福祉課所管の市有財産の
不適切管理による事故件数

0. 0. 0. 0.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 - 本庁総務関係共同事務

02 - 本庁市民福祉関係共同事務

03 財産管理事業 ◎

04 ふるさと集落生活圏形成推進事業

05 大滝総合支所庁舎管理事業 　

06 買い物弱者対策事業 △

07 中津川地区土砂崩落対策事業

08 地域生活環境整備事業 ○

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性
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　◆評価◆

　◆改善提案◆

△

△

件数 件数

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

大滝総合支所市民福祉事務については、本庁各部の業務を幅広く行っており、市民が不便なく手続が済むよう
に行うため、支所事務に関する苦情件数として設定した。また、市民福祉課で管理している施設は庁舎だけでな
く、市有住宅や関連施設等多岐にわたるため、市民福祉課所管の市有財産の不適切管理による事故件数とし
た。概ね順調に各事務の運営がされており、指標上もそれを反映できている。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

大滝総合支所では、本庁各部局との連携で行政サービスを行っている。財産管理事業及び大滝総合支所庁舎
管理については、財産を適切に管理し、住民等が安心して利用することができるための事業である。ふるさと集
落生活圏形成推進事業については、公共施設の集約を中心に、今後も住み慣れた地域で安心安全に住み続け
るため重要である。買い物弱者対策事業は、地域密着サービスとして構成している事業である。各事業それぞれ
が大滝地域の市民福祉に寄与する事業として基本事業の目標を達成する事業として妥当である。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
本庁共同事務については、各種法律に基づいたものであり、財産管理事業や庁舎管理事業についても、市が実
施主体であることは妥当である。ふるさと集落生活圏形成推進事業や買い物弱者対策事業は、地域住民と協議
を行い住民のニーズに沿って進めている。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述
財産管理事業は、大滝地域内に老朽化した小学校や未利用施設が存在しており、特に危険防止の観点から計画的に所管財産の施設解
体等、ファシリティマネジメントを進めるため重点化事業として位置づけている。地域生活環境整備事業では、特に公共交通再編に伴う移
動手段の確保について、新たに住民生活機能の維持向上策を検討していく。
買い物弱者対策事業については、診療所移転による利用者の微増はあったものの、費用対効果を含め見直しをする時期にきており、劣後
化可能事業とした。

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
所管施設のファシリティマネジメントを進めることで、大滝地域の住民が安全・安心に生活を継続することができる。また施設を集約すること
で高齢化した地域住民の利便性向上が図れる。なお、引き続き大滝町会等の意見を参考に、大滝総合支所市民福祉課所管の事業を推進
していく。また、事務の見直しについては、支所から本庁関係課等へ事務の統合が進むことで、従来対応が不十分であった地域に密着した
住民サービスの充実が可能となり、地域住民の生活向上に寄与できる。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-55-0101

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

支所職員数は減少しているが、本庁関係各課への事務引き上げ
等は遅々として進んでいない。行政サービスの水準を維持しなが
ら、事務を遂行するためにも、本庁関係各課等への事務の統合
を積極的に進める。

支所職員数は減少しているが、本庁関係各課への事務引き上げ
等は遅々として進んでいない。行政サービスの水準を維持しなが
ら、事務を遂行するためにも、本庁関係各課等への事務の統合
を積極的に進める。

職員の窓口対応や事務負担の改善のため、職員間の協
力や本庁との連携を引続き図った。また継続的に事務引
上げ等について問題提起を行っている。

改善
状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

地域生活環境整備事業を活用しながら、地域生活の向上を図れ
るよう取り組んでいく。特に買い物などの移動手段については、
超高齢化が進み自家用車による移動が困難になってきている住
民もいることから、新しい移動手段の構築なども検討し、地域に
住み続けられる環境づくりに取り組んでいく。

大滝総合支所庁舎管理事業は、業務の見直しにより経常支出を抑制しな
がら、住民にとって有効的な支所機能の向上を図っていく。令和6年度は、
旧小倉沢小中学校の解体を実施する。また、買物弱者対策などの生活支
援については、先端技術推進課などとも情報共有し、新たな住民生活機能
の維持向上策を検討していく。

土砂崩落に伴い、 中双里・中津川地区の路線バスが休
止になっているため、地域住民の生活基盤を支える交通
手段として、中津川・中双里地区生活支援輸送業務を
行った。

改善
状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

大滝地域住民の移動手段など、生活基盤の維持のための施策を
進めていく。また、老朽化した施設については、公共施設等総合
管理計画や個別施設計画に基づき事業を進め、行政コストの低
減に努めていく。

大滝地域内には、老朽化した市関連施設が点在している。使用
頻度などを適切に見極めながら、公共施設等総合管理計画に基
づき事業を進め、整合性を図りながら環境整備を進めていく。

財産管理事業として、旧小倉沢小中学校の解体工事を行い、危
険な未利用施設の除去ができた。

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

浅香　純也

Action
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種類
単位

成果指標

人
成果指標

ｋ㎡
成果指標

人

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標

維持 維持

指標

維持 維持

指標

維持 維持

指標

維持 維持

指標 成果指標

人 拡大 拡充

指標 成果指標

台 維持 維持

指標 成果指標

㎢ 維持 維持

指標 成果指標

件 維持 維持

指標 成果指標

回 維持 維持

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 12020001 担当課所名 大滝総合支所地域振興課

基本事業名 大滝総合支所地域振興事業

分　  野 行財政運営

政 策 行政運営

施 策 （総合支所事業・内部管理・市の裁量の無い事務） 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

主に大滝総合支所管内在住の市民に対して、本庁の環境部、産業観光部、地域整備部で行っている行政サービスの
一部を提供して、本庁まで訪れなくても用事が済むように利便性を高める。また、大滝地域振興課の自主事業として、
大滝振興会館の貸し館業務及び管理、地籍調査事業を行い地域の振興を図る。また、地域の自然豊かな魅力を発信
し入込み観光客の増加を図り地域活性化を行う。

対　　　象 （主として）大滝総合支所管内在住の市民/大滝地域

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

地域に密着した行政サービスを提供する/地域の振興を図る

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

6

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

－ － A

0 0 0 －

－ － A

0 0 0 －

－ － A

0 0 0 －

－ － A

0 0 0 －

入込観光客数（大滝） 550,000. A

2,831,460 2,862,778 3,106,000 837,043.

三峰駐車場利用台数 134,000. C

36,142,502 41,626,624 119,451,000 200,364.

地籍調査完了面積 0.92 A

22,234,809 18,837,996 17,841,000 0.86

大滝振興会館利用件数 50. A

12,760,765 9,588,882 12,993,000 24.

お年寄宅等訪問数 240. A

1,904,749 4,381,415 4,833,000 268.

29,572,200

1,232,000

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 127,170,000 98,245,000

事　業　費　の　合　計　（円） 106,678,485 77,297,695 158,224,000

国 庫 支 出 金 990,000
県 支 出 金 19,324,500 13,681,500
地 方 債 16,100,000
その他特定財
一 般 財 源 70,263,985 63,616,195 158,224,000

業 務 量 9.00人 8.00人
人 件 費 52,974,081 6,138,371
業 務 量 0.50人 1.00人
人 件 費 1,904,749 4,381,415

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 159,652,566 83,436,066

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

大滝地域の入込観光客数 736,000. 550,000. 837,043. 700,000.

地籍調査業務完了面積 0.92 0.92 0.86 1.

地域おこし協力隊定住人数 1. 1. 0. 1.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 本庁環境部との共同事務

02 本庁産業観光部との共同事務

03 本庁地域整備部との共同事務

04 本庁農林部との共同事務

05 自然公園維持管理事業 　

06 三峰駐車場維持管理事業 ○

07 大滝総合支所地籍調査事業

08 総合支所会館等管理事業

09 地域おこし協力隊事業

10

11

12

13
大滝温泉遊湯館改修事業【R5繰越事業、R5
年度終了】

14
大滝温泉源泉槽関連清掃事業【令和5年度
終了】

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果

の

方
向

性
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　◆評価◆

　◆改善提案◆

△

○

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

利用者の利便性向上等を図ることが本事業の目的であることから、基本事業の地籍調査業務完了面積・地域おこし協力隊
定住人数は指標及び目標値の設定は適正であり、また過去の実績等による数値設定は、妥当と思われる。大滝地域の入込
観光客数はコロナ後、年々増加傾向にあるので目標値の見直しを検討する。地籍調査業務は、落合地区を継続し、遅滞なく
適正に地籍調査を実施している。また、地域おこし協力隊については、5年度より1名採用し、地域を巡回して住民との交流を
図り生活支援などをおこない、地域の活性化に寄与するよう活動を継続している。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

枝番号01から04については、本庁環境部、産業観光部、地域整備部、農林部との共同事務であり、市民生活の
向上に必要な事業である。また、枝番号05から09については地域に密着した事業で市民生活の向上及び地域
振興に必要な事業である。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
枝番号02本庁産業観光部との共同事務中、観光分野のイベント開催事業は、業務委託により関係団体が企画
運営を行っているが、市職員も企画運営会議には参加している。今後もイベントの企画運営の全てを関係団体
に任せ、市職員はサポートとして関わっていく。枝番号04自然公園施設維持管理事業は県から国立公園内施設
の維持管理を業務委託され、市は施設に詳しい関係者に再委託し業務を行っている。施設を安全で快適に利用
するために必要な事業で、今後は県が直接関係者に発注することができるように検討が必要である。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述
三峰駐車場は、三峯神社で頒布した氣守り等によりここ数年多くの参拝客が訪れている。氣守り頒布の時には、最大で26㎞におよぶ大渋
滞が発生したことから、三峯神社は氣守りの頒布を休止した。しかしながら、関東屈指のパワースポットとしてメディアやSNS等で三峯神社
が知られるようになり、土・日曜日を中心に渋滞が発生しており、ハイシーズンの渋滞延長は4㎞程度で、4時間待ちの渋滞が発生してい
る。その対策として、モバイルサイトにおいて、リアルタイムに渋滞状況を確認できる「VACAN」や三峯神社以外の観光スポットのデジタル
サイネージを導入するなど、対策を行っている。また、根本的な渋滞解消向けて三峰駐車場の拡張計画の検討を開始した。今後は、関係
機関と早期渋滞解消に向けて協議を行い、更なる入込観光客の増加に繋げたい。

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
地域おこし協力隊事業が住民に浸透することにより、地元住民の労力軽減とモチベーションアップ、また活動などを外部へ発信することで地域おこしへの参加に繋がる。鳥獣被害については、鳥獣
被害対策の有識者から直接話を聞くことで、今までより上手に自分の畑を直接的に守る対策や被害を減らすため自分の畑以外の部分からの対策を知ることにより、地域の整理、さらに農作業への
意欲も出る。地籍調査事業では、事業説明会に限らず直接所有者に事業の重要性を説明し、所有者の協力を得ながら事業を進めることにより、所有者が不利益となる「筆界未定地」を出さないこと
に繋がる。大滝温泉関連施設を改修することにより、施設利用者の安全確保及び更なる誘客に繋がり、大滝地域の活性化を図ることが出来る。三峰駐車場を拡張することにより渋滞が解消され、
観光客も快適に利用することができ、更なる観光誘客が期待される。また、地元住民も渋滞に巻き込まれることなく、日常生活を送ることができる。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-55-0861

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

地域おこし協力隊事業は、高齢者宅の生活支援にポイントを
置き、積極的に訪問、訪問件数を増やし、地域住民との交流
活動を強化する。引き続き、住民の声を取り入れ、住民を巻き
込み、共に活動して地域を活性化させ、SNS等を活用し秩父地
域を全国へ向けてPRする。自然公園施設維持管理事業は、事
務の軽減を図るため、埼玉県から委託業務の内容について引
き続き協議を行いたい。

地域おこし協力隊事業は、高齢者宅の手伝い等にポイントを置き、積極的
に訪問し、地域住民との交流活動を強化する。引き続き、住民の声を取り
入れ、住民を巻き込み、共に活動して地域活性化させ、SNS等を活用し秩
父地域を全国へ向けてPRする。自然公園施設維持管理事業は、事務の
軽減を図るため、埼玉県から委託業務の内容について引き続き協議を行
いたい。
地域おこし協力隊事業は、積極的に高齢者のお手伝い
などをおこない、交流を通じて密な関係性を作り、活動を
進めた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
自然公園維持管理業については埼玉県と少しづつ協議
調整を進めている。

改善
状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

枝番号02本庁産業観光部との共同事務中、農業分野では鳥獣被害対
策の徹底した取り組みが必要である。鳥獣対策の有識者の講演等を企
画し、住民にも聞いてもらい、地域一体となって被害対策に取り組むこと
が必要である。地籍調査事業については、調査が円滑に進められるよう
に、引き続き事業の重要性や筆界未定地が所有者の不利益になること
を十分説明するとともに、現地立会時の事故防止の徹底に努める。また
リモートセンシングの活用を検討していく。

枝番号02本庁産業観光部との共同事務中、農業分野では鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業などの補

助事業の活用及び個体群管理（捕獲）、侵入防止対策、生息環境管理の3つの柱を徹底し、被害対策に取

り組むことが必要である。地籍調査事業については、調査が円滑に進められるように、引き続き事業の重

要性や筆界未定地が所有者の不利益になることを十分説明するとともに、現地立会時の事故防止の徹底

に努める。枝番号09大滝温泉遊湯館改修事業では、施設の老朽化対策工事を行い、施設利用者が安心

安全に利用できるようにするとともに、観光誘客の促進に取り組む必要がある。

鳥獣害対策について、サルにGPSを装着し群れの行動
把握をおこなった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
地籍調査事業については、事業の重要性を所有者に十
分説明し理解を得て、事故防止に努めつつ事業をすす
めた。　　　　

改善
状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

枝番号02本庁産業観光部との共同事務中、観光分野及び枝番
号07総合支所会館等管理事業は、大滝温泉道の駅内の維持管
理事業も含まれているため、関連する施設の老朽化対策を計画
的に行い、施設利用者が安全に利用できるようにするとともに、
地域住民や観光協会等と協力をして観光誘客の促進に取り組む
必要がある。また、枝番号05三峰駐車場維持管理事業につい
て、三峯神社の慢性的な交通渋滞対策として、駐車場拡張計画
の検討を引き続き進める。

枝番号02本庁産業観光部との共同事務中、観光分野及び枝番号07総合支所会館等
管理事業は、大滝温泉道の駅内の維持管理事業も含まれているため、関連する施設
の老朽化対策を計画的に行い、施設利用者が安全に利用できるようにするとともに、
観光誘客の促進に取り組む必要がある。また、枝番号05三峰駐車場維持管理事業に
ついて、三峯神社の慢性的な交通渋滞対策として、駐車場拡張計画の検討を引き続き
進める。

枝番号02本庁産業観光部との共同事務では、温泉施設の老朽化対策工
事をおこない、利用者に安全で気持ちよく利用してもらえるよう対応した。
また、地域住民と協力してイベントをおこない観光客誘致をおこなった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
枝番号05三峯駐車場維持管理については、　協議検討を継続中である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数
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